［特許出願等援助規則施行細則］

（様式１）　（改正、平23・12・9）
特許出願等援助申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
日 本 弁 理 士 会 会 長 殿
１．申請者の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号並びに法人にあっては代表者の氏名
２．申請者の住所と異なる場合の連絡先
３．申請者の職業又は業務内容
４．発明者、考案者又は意匠の創作者の住所及び氏名
５．援助手続の内容

　　　　　　　援助を受けようとする手続（特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願）
６．援助を受ける理由
７．公的又は私的な助成制度による資金の援助の有無
８．発明等の実施計画
９．希望する特許出願等の代理人の住所及び氏名
10．発明等の新規性の有無及びその根拠
11．発明等の内容の説明（添付書類とすることが好ましい）
12．添付書類の目録
　　　　　（1）資力を証明する書面
　　　　　（2）実施計画書
　　　　　（3）登記事項証明書又は登記簿謄本（個人の場合は世帯全部の住民票）

［備考］
１．「５．援助手続の内容」の欄には、援助を受けようとする手続の種類（特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願）を記載する。
２．「８．発明等の実施計画」の欄は、具体的に実施の計画がある場合にのみ記載する。

３．「９．希望する特許出願等の代理人の住所及び氏名」の欄は、援助を申請する特許出願等の手続を代理することが決まっている弁理士がいる場合にのみ記載する。

４．「１１．発明等の内容の説明」の欄には、発明又は考案にあっては発明又は考案の目的、構成、効果を、従来技術との関連で図面を用いて具体的に説明し、意匠にあっては意匠に係る物品、用途、機能を、図面を用いて具体的に説明する。

５．「１２．添付書類の目録」の欄において、(1)の資力を証明する書面は、生活保護受給証明書、生活状況調書、給与証明書又は源泉徴収票、課税・納税証明書、非課税証明書、法人税確定申告書、その他これらに代わる書面のいずれかとする。なお、配偶者がいる場合には、配偶者の資力を証明する書面も必要である。

６．「１２．添付資料の目録」の欄に関して、同一年度内に複数回申請する場合に、先に提出した証明書の内容に変更がないときは、その旨を記載することで、(1)資力を証明する書面、(3)登記事項証明書又は登記簿謄本（個人の場合は世帯全部の住民票）の提出を省略することができる。

７．提供される個人情報は、申請の審査のためにのみ利用するものとする。

